
第７章　米中テック戦争：新たな地政学の夜明けか

イワン・ダニーリン

2 019年、ドナルド・トランプ大統領は、ファーウェイ（華為技術）とZTE（中

興通訊）に対し、初めてとなる体系的な制裁を課した。これは、「安全ではない」、

中国政府による諜報能力を支援している、とホワイトハウスが位置付ける、中国

の 5G通信システム技術と規格の更なる拡大を防ぐためであった。この措置によ

り、後に一部の専門家が「テクノロジー戦争」（あるいは省略して「テック戦争」）

と呼ぶことになるプロセスが始まった。これは 2 018年に始まった米中貿易戦争

になぞらえたものである（Sun, 2 019 ; Chang, 2 02 0 ; Barkin, 2 02 0 ; Danilin, 

2 02 0 ; Zhao, 2 021）。しかし、この新たなテクノロジーをめぐる摩擦の名前を

「デジタル戦争」に改めてもよいかもしれない。というのも、幅広い情報通信技術

（ICT）、例えばマイクロエレクトロニクス、半導体製造システム、通信機器、スー

パーコンピュータ、専門ソフトウェアとインターネット・ソリューションに焦点が当

たっているからである。それとは別に、専門家やメディアが新興・破壊的・変革

的と呼ぶデジタル技術も重視されている。例えば、将来の市場や技術力の基礎と

みなされている人工知能（AI）や量子コンピューティング等である。

政治・安全保障上の緊張の高まりにより先鋭化したテック戦争は、米中関係

（や西側諸国全般と中国との関係）における現在進行形の変化を強制・再形成し、

多くの世界的・地域的（アジアと欧州）な戦略的影響を及ぼした。同じく重要な

ことは、テック戦争が世界政治の新たな領域を特徴づけているということである。

このことは、現在のロシアと西側諸国との間の対立にも見てとることができる。こ

のように、フォーマルな原動力から政治経済に至るまで、テック戦争を理解する

ことは、米中関係のみならず、地域・世界の動向や将来の課題を理解するために

も必要である。
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テック戦争の経済的状況

デジタル市場と情報通信技術が新たな経済摩擦の中心に躍り出たということは

驚きではないが、同時に衝撃的なほどに予期されていなかったことでもある。

過去数十年間、ICTは世界の発展、貿易、冷戦後のグローバリゼーションに

とって鍵となる原動力として進化してきた。経済協力開発機構（OECD）、国連貿

易開発会議（UNCTAD）やその他の様々な研究において、インターネットを筆頭

とする ICTが、起業家活動を強化し、労働生産性を高め、輸出やその他の重

要な経済的・社会的プロセスを支援することにより、GDPの成長や国家経済の

質的変化を推進してきたことが示されている（例えば UNCTAD, 2 019 ; OECD, 

2 02 0を参照）。金融部門・物流においてデジタル技術が集中的に利用されてい

るほか、ICTはグローバルな貿易と投資にとっても重要である。様々な推計によ

ると、ICTは世界の商品輸出の最大 12%、サービス輸出の約 11%を占めており、

これにはハイテク輸出の 6 0 %超、知識集約型サービス貿易の約 2 0 %が含ま

れる（OECD, 2 02 0 ; National Science Board, 2 02 0 ; The World Bank, 2 021）。

世界の電子産業もまた、19 9 0年代以降の対外直接投資（FDI）の急増において

重要な役割を果たした。

2 010年代、これらのプロセスは「スマートフォン革命」と、それに関連する電

子商取引やソーシャルメディア等の ICTによるインターネット世界市場の台頭によ

り更なる弾みがつき、デジタル経済領域の推進につながった。様々な推計による

と、その規模は世界の GDPの 4%（「狭義」、すなわちインターネット市場とそ

れを支える ICT商品やサービス）から、最大 25～ 3 0 %（全 ICT市場と他の

産業での影響を合算）を占める（Barefoot et al., 2 018 ; International Monetary 

Fund, 2 018 ; UNCTAD, 2 019）。

ICTの市場やバリューチェーンの高度な国際化は過去から現在まで、世界にお

ける旺盛な需要、生産コストの差、生産・研究開発（R&D）の分業化の進展によ

り推進されている。これら全ての要素は、市場原理と、19 70年代以降様々な国

家が有望なデジタル産業を育成するために行ってきた発展努力との複雑な組合せ

により説明される。現在の ICT製品の生産は地理的に分散しているが、高度に
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連携している。ICTのグローバル・バリューチェーン（GVC）は、大半が世界トッ

プ 10の国（米国、日本、韓国、中国等）に集中しているが、様々な機能や卓越

した研究拠点（COE）はドイツからブラジル、シンガポールからロシアに至るまで、

世界各地に存在している（UNCTAD, 2 019）。ましてやオンラインゲーム制作等、

必ずしも企業の GVCに統合されていない支援的事業についてはなおさらであり、

ベラルーシ（ミンスクのハイテクパーク）といった予想だにしないような場所にも存

在する。

ICTはまた、世界のイノベーションにおいても重要な役割を果たしている。最

も価値あるパテントファミリー（上位 5法域 1のうち少なくとも二つに登録されて

いるもの）で評価すると、2 014年から 2 017年にかけて、世界の全登録特許

数に占める ICTの割合は 35 .3%であった（OECD 2 02 0）。しかも、様々な

デジタル技術が R&D、設計、その他のイノベーション関連活動で幅広く利用さ

れていることは言うまでもない。ICTとインターネット事業（医療や教育等非デ

ジタル産業にも関連している）は、世界のベンチャー投資の主要な領域でもあ

る（Pitchbook, 2 0 2 0 ; National Venture Capital Association, 2 0 2 1 ; KPMG, 

2 021）。

そして長期的には、世界経済における ICTの役割が更に高まることは不可避

である。特に、全てのインターネット（IOE）と AIがほぼ典型的な汎用技術であ

ることを踏まえるとなおさらである（Jovanovic and Rousseau, 2 0 05 ; Bresnahan, 

2 010）。

ICTの役割は、米中経済と二国間経済関係を分析する際に特に重要である。

中国では、ICTは同国の商品輸出の 3 0%超（世界の ICT輸出の約 4 0%）を

支えており、ICTは重要な収入源となっている（National Science Board, 2 02 0 ; 

World Bank, 2 021）。また、中国経済で進行中のデジタル化 2と、デジタル産業

1 米国特許商標庁、欧州特許庁、日本国特許庁、韓国特許庁、中国国家知識産権局。
2 中国におけるインターネット技術の開発と規模の拡大に関する様々な活動については、例えば、中
国の国家プログラム「互聯網＋（インターネット＋）」の公式ウェブサイトを参照のこと（中国国務
院ウェブサイトの英語版：https://english.www.gov.cn/2016special/internetplus/）。
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が過去から現在にかけて中国経済の最も革新的な部門であることを考慮すると、

ICTは国内発展の緊要な要素である。言うまでもなく、中国は従来型のハードパ

ワーへの影響も考慮して、最先端のデジタル分野において潜在能力の強化を図っ

ている。

米国についても、常に ICTが世界で最も競争力のある産業の一つであり、国

家経済の重要な要素（従来の ICTと他産業に大きな経済的影響を及ぼしている

インターネット市場を踏まえると、最大 10 %以上）として重視してきた。米国は

依然として、オペレーティングシステム（OS）から最も高度な電子部品に至るまで、

一部の最先端技術分野において市場で強力な地位を有している（世界の売上の

最大 5 0～ 10 0 %）（UNCTAD, 2 019 ; Semiconductor Industry Association, 

2 02 0 ; OECD, 2 02 0）。米国はまた、デジタルベンチャー活動や研究開発の

取組においても先頭を走っている（National Science Board, 2 0 2 0 ; National 

Venture Capital Association, 2 021）。同産業は、経済発展と国防の両面におい

て常に戦略的なものとみなされており、これは対共産圏輸出統制委員会（ココム）

の活動や 198 0年代の日米関係にもよく表れている（後述）。

米中両国にとっての ICTの重要性が、両国のデジタル分野における相互作用

の弁証法的特性を規定した。

一方では、中国の野心はGVCアーキテクチャの作り直しと、デジタル部門の

世界的な付加価値の再分配に焦点が当てられているのに対し、米国がその技術

優位を維持することは市場支配力に不可欠である。両国は共に、将来の破壊的

なデジタル技術とデジタル市場を狙っている。いずれも、経済成長と世界におけ

る指導的地位にとって重要なものである。

他方で、家電輸出を考慮しないとしても、米中はデジタル分野で密接に結び付

いている。中国は電子大国とみなされているが、高性能チップから半導体製造機

器に至るまで、依然として米国やその他の西側諸国の主要技術への依存度が高

い。そのことは、中国が大量にマイクロエレクトロニクスを輸入している（最大で

世界全体の 6 0 %）一方で、必要な部品の約 15%しか中国本土で生産されてい

ない（大半が高度ではないもの）ことによく表れている（Semiconductor Industry 
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Association, 2 02 0 ; IC Insights, 2 021; Xi, 2 021; Thomas, 2 021; Grimes and 

Du, 2 02 2）。中国企業もウィンドウズ、アンドロイドやその他の米国のソフトウェ

アを利用しており、最近になって代替品を開発しているようである。そして、多く

の米国企業側にとっても中国市場は重要であり（アップル、マイクロソフト等）、最

大の市場であることもある（クアルコム、テキサス・インスツルメンツ等）。R&D

やその他のイノベーション協力も重要であり、特にグーグルやインテル、ファー

ウェイや BOEテクノロジーグループ等の巨大企業にとってはなおさらである。米

国企業にとって、中国の拡大する科学技術部門は人材やその他のインプットを手

頃な価格で得られる新たな源泉である一方で、中国にとって、米国の先端能力や

技術は発展のために不可欠である。

こうしたデジタル面での二元性がテック戦争のジレンマを表している。

将来の市場と世界における指導的地位がかかっていることを踏まえると、ICT

市場をめぐる何らかの摩擦は構造的に不可避なように思われる。しかし、その究

極的形態としてのテック戦争は、不可避なものでも、予想可能なものでもなかっ

た。柔軟性を備えたデジタル分野の GVCは、過去にも、現在もなお構造的に

相互依存性が高いことから、ICT市場は必然的にグローバルなものとなり、米中

両国の生産・イノベーション活動はますます相互に結び付いている。したがって、

理論上、「理想的な未来」においては、両国は補完的な競争相手（「協力的競争

相手（coopetitors）」）となる可能性がある。

このことは、米国のテクノロジー部門が非常にダイナミックかつ柔軟な一方、

テック戦争自体は米国のイノベーション能力を支えるわけではないため、なおさ

ら当てはまる（Gewirtz, 2 019 ; Manuel and Hicks, 2 0 2 0 ; Goodrich and Su, 

2 02 0）。さらに悪いことに、テック戦争は米国が防ごうとしていることを引き起

こす可能性がある。すなわち、先端エレクトロニクスとデジタルイノベーションの

世界的中心としての中国の台頭である。米国による制裁に対する中国の「スマー

トな対応」（人的資本、R&D等への投資）は、既に中国のイノベーション能力、

技術力と製造能力を強化しつつある。そして、完全な技術封鎖は常に非常に問題

のある課題である一方、制裁回避はどちらかといえば技術的な問題である（中国
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による台湾のマイクロエレクトロニクス専門家の「買収」事例等にみられる、能力

の非公式な輸入によっても行われる（Cheng, 2 02 0））。

しかし問題なのは、テック戦争は、過去にも、現在も純粋な経済現象ではなく、

超大国間における新たな「グレート・ゲーム」の高度に安全保障化された一面であ

るということである。

戦争の原因

冷戦後、航空宇宙等様々なデュアルユース・戦略的ハイテク分野において、米

国は常に対中貿易・協力に規制を課していた（Petland, 2 011; Nelson, 2 014）。

ICTについては、2 010年代前半に二国間関係の様式に変化が生じた。幾つか

の主だった理由により、米国の対中方針は強硬化したのである。

まず 2 010年代には、中国の製造・イノベーション能力が急激に向上した。生

じた変化を最もよく表しているのが、ファーウェイ帝国の台頭である。同社は、

競争力のある通信機器（通用する5G規格を含む）を開発し、Kirinチップの設

計を推進し、世界的に認知されたスマートフォン・ブランドを確立した。中国のデ

ジタル能力もまた、AI等の新興技術に関連する様々な特許・出版活動の活発化

により明らかになった（WIPO, 2 019 ; Savage, 2 02 0 ; Correia and Reyes, 2 02 0）。

密接に関連した要素としては、中国によるデジタル発展の野心的な政策が挙げ

られる。キャッチアップを図る他の多くの国 と々同様、中国のエリート層は、強

い新テクノ・ナショナリズム的特徴を帯びたいわゆる開発志向型国家の慣行を重

視した（Ostry and Nelson, 19 95 ; Nakayama, 2 012 ; Wade, 2 018 ; Manning, 

2 019 ; Capri, 2 02 0）。輸入代替マクロ戦略と関連した新テクノ・ナショナリズムは、

経済のグローバル化の特定の状況（FDI、貿易の活発化等）を利用して、長期的・

持続的な経済成長や安全保障に重要と考えられる分野における国家技術主権の

強化を図る。様 な々手段の中で、この新テクノ・ナショナリズム／開発志向の重視

により、西側諸国の目には不公正に映る慣行（「強制的オフセット取引」とでも呼

ぶべき、取引における強制的技術移転や、インターネット市場を含む一部の「戦
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略的な」国内市場の保護、政府による過度の支援と保護主義等）を幅広く行った。

極めて重要な部門としての ICTは、こうした取組の中心にあったのであり、その

よく知られた例としては電子産業や国家通信規格が挙げられる（Shim and Dong, 

2 016 ; Lee and Kwak, 2 02 0 ; Capri, 2 02 0）。やがて、時代遅れの 2 0世紀的

産業政策の手段は、人的資本、ベンチャー・エコシステム、サイエンス・パー

ク、その他の国家イノベーション制度の重要な要素を支援する先進的な政策によ

り補完された。しかしそれでも、外資規制から国有企業・民間の「国内トップ企

業」に対する様々な優遇措置に至るまで、官による過度の介入があった。長年に

わたって、急速に拡大する中国市場における売上は、このようなリスクに対する十

分な対価とみなされており、また中国による技術分野の挑戦は重要とは考えられ

ていなかった。しかし、2 010年代における科学技術力の向上と中国指導部によ

る野心的な新目標により、西側の意思決定者の考えは変わった。これは二つの

超大国間の競争を予期した米国について特に当てはまった。変化の引き金として、

2 015年に採用された「中国製造 2 025」計画を挙げてもよいであろう。同イニシ

アチブは、多くの米国の政治家や専門家コミュニティの一部から非難を浴びるとと

もに、米国企業側に一定の懸念を引き起こした。「中国製造 2 025」は、2 019年

の米中貿易摩擦を解決するための交渉において、米国側の議題の一部として提

起されるほどであった（U.S. Chamber of Commerce, 2 017; Laskai, 2 018 ; U.S. 

Congress, 2 019 ; Cafruny, 2 019 ; Wei, 2 019 ; Davis and Wei, 2 019 ; Cory and 

Atkinson, 2 02 0 ; Ding and Dafoe, 2 021）。

もう一つの問題（これも中国による積極的な経済政策と関係がある）は、特に

2 0 0 8～ 2 0 0 9年の金融危機以降における中国による西側市場での投資拡大で

ある。様々な資産の中で特に対象となっていたのは、米国のブロードコムやドイ

ツのKUKAロボター等の世界的トップ企業を含む米欧の大手テクノロジー企業で

あった。また、少なくともこれらの戦略的資産の一部が中国の国有企業や政府系

企業の標的になっていたことを指摘することは重要である（CFIUS Scoreboard, 

2 018）。新たなビジネス案、テクノロジー、西側市場への「入場券」を求めて、

特に 2 015年以降、中国企業は米国のベンチャー部門に対する投資を強化し、
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2 017年にピークを迎えた（4 0 0件以上の契約が結ばれ、投資額は約 65億ドル

に上った）（Gonzales and Ohara, 2 018 ; Ruehl et al., 2 019）。こうした投資「侵

略」の理由は経済的なものであったが（開発の論理も考慮されていた）、その潜

在的・戦略的影響は、米国の国益を脅かすものであった（Bradsher and Mozur. 

2 016 ; Bellinger et al., 2 016）。

最後に、従来のハードパワーと戦略的考慮が一因となった。この点で米国が

特に懸念していたのは、中国が民生部門から軍事部門へと技術を移転していた

ことである。これについては習近平がいわゆる軍民融合戦略としてまとめ直した

（Besha, 2 011; Lafferty, 2 019 ; Bitzinger, 2 021; Kania and Laskai, 2 021）。こ

の新政策は全く予想外というわけでもなければ、包括的でも非常に効果的なわけ

でもなかった。何よりも、これは今まで見たことがないものではなく、中国政府

は単に、国防・民生部門間の技術対話・協力という米国では定着した慣行の中

国版を構築しようとしただけであった。しかし、二国間関係の全般的な文脈にお

いては、中国や同国のデジタル企業に対する米国側の疑念が深まり、（少なくとも

表向きには）テック戦争の重要な要素となった（Manuel and Hicks, 2 02 0 ; U.S. 

Department of Defense, 2 02 0）。

当然のことながら、2 010年代初頭から、米国の政治エリート層や、国防・情

報コミュニティは、従来のデュアルユース・国防技術のほかに、中国による「デジ

タル分野の挑戦」により多くの関心を払ってきた。例えば、2 012年 10月、米下

院情報特別委員会は、ファーウェイや ZTEによる技術の潜在的な安全保障上の

リスクについて調査を開始した。

しかし、この新たな傾向が最も目に見えて現れたのが、対米外国投資委員

会（CFIUS）による活動の変革であった（Bellinger et al., 2 016 ; Bradsher and 

Mozur, 2 016 ; CFIUS Scoreboard, 2 018）。2 010年代には、CFIUSによる全

審査のうち最大 16～ 2 0 %が中国による買収に関連したものとされ、ハイテク関

連の件数が増加した。CFIUSの立場により断念に追い込まれた ICT関連取引

の数もまた、2 015～ 2 016年以降増加した。最も有名なのが、清華紫光集団に

よるマイクロンの買収とウエスタンデジタルの株式 15%取得の断念と、GOスケー
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ル・キャピタルによるルミレッズの買収の断念である。しかし、2 016年末までは、

CFIUSは基本的に「ソフトな」アプローチを適用していた。過剰に反応すること

はなく、当事者にその立場を単に示唆する形（例：懸念の伝達や取引差し止め

の「見込み」の示唆）で望ましくない取引を阻止することができていた。状況が変

わったのが 2 016年 12月である。CFIUSが差止めを勧告したことを受け、バラ

ク・オバマ大統領は福建芯片投資基金によるドイツのアイクストロン（半導体機器

製造業者であり、米軍の航空宇宙部門にとって重要なサプライヤー）の米国事業

買収を差し止め、取引全体を阻止した（Bellinger et al., 2 016）。同件は変化が起

きたことを示唆するある種の画期的・象徴的な決定とみなされた。特に、米国政

府が中国による買収差止めを行ったのは、同件がそれまでの 2 0年間で僅か 3回

目であったため、なおさらであった 3。

他の分野でも風向きが変わり、米国による新たな技術封じ込め政策が明らか

になった。これは国家安全保障戦略等の上位文書には記載されていないが、主

要な連邦政府機関や米議会における事実上のアジェンダ（ウルフ修正条項に伴

う2 012会計年度以降の米航空宇宙局［NASA］による対中協力中止等）に感

じとれるものであった。また、米印対話から環大西洋貿易投資パートナーシッ

プ（TTIP）協定や環太平洋パートナーシップ（TPP）協定をめぐる交渉に至るまで、

明らかに中国の経済的・戦略的影響力削減を重視した米国の貿易・投資政策全

般とも合致していた 4。

そのため、長年中国による政策を批判してきたドナルド・トランプ大統領がホワ

イトハウス入りした際には、テクノロジー戦争の舞台は既に整えられていた。それ

でも、テック戦争を形作ったのはトランプ大統領であった。おそらく、トランプ大

統領と従来の政治エリート層との関係が薄く、そのため確立した慣行や国際政治

3 1回目は 1990年（中国宇宙航空技術輸出入公司［CATIC］による航空機部品メーカーMAMCO
マニュファクチャリングの買収）、2回目は 2012年（ロールズ・コーポレーションによる米海軍基
地付近における風力発電所の建設）である。

4 例えば、バラク・オバマ大統領が 2015年の一般教書演説で太平洋地域における貿易協定につい
て言及した箇所を参照のこと。「中国は世界で最も急速に成長している地域のルールを作ろうとし
ている。そうなれば、我々の労働者や企業は不利な立場に立たされる。そのようなことが起きる
のを許す理由はない。我々がそのルールを作るべきなのである」（Obama, 2015）。
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の「エチケット」にさほど縛られなかったのも一因である。

テック戦争の政治経済―初めての現代戦か

テック戦争の政治経済は、制裁政策に関する既存の知識体系を用いて概念

化することができる（例えば Kaempfer and Lowenberg, 2 0 07; Hufbauer et al., 

2 0 0 8を参照）。少なくとも三つのブロックからなる論拠と目標があり、それらは

超大国の経済対立において常に存在してきた伝統的な慣行と冷戦後の現実の双

方を反映したものである。

第一に、「現実主義」と称される論拠と取組がある。これはM・マスタンドゥー

ノの枠組みに従えば、「戦略的禁輸」（国防技術・重要なデュアルユース技術の輸

出停止）と「経済戦争」（相手方の総合力の長期的向上において重要な技術の移

転の制限）の組合せと捉えることができる（Mastanduno, 1985）。フォーマルな

観点に立つと、21世紀特有の問題であるサイバーセキュリティをめぐる課題は異

なるブロックの論拠を提示しているものの、ハードパワーの問題に関連しているこ

とから、依然として非常に「現実主義」的な性質を帯びている。

第二のブロックは、価値観と人権に関するものである。この点については、少

数民族のウイグル族に対するデジタル抑圧疑惑や、中国による監視国家構築の全

般的な取組に対する「制裁」と非難が見てとれる（Barnes, 2 021; Chan, 2 021; 

CNBC, 2 021）。いずれの事例においても、その論拠は冷戦後の価値観に基づ

く政策概念や、長年にわたって米国の政策に存在した、確立された「抑圧に対す

る道徳的反対」（例：ソ連のユダヤ人移民政策に対する米国の制裁）のいずれか

に関連している。中国側の観点からすると、このブロックも「現実主義」であり、

「経済戦争」の取組を偽装しただけとみなされていることは指摘に値する。

最後に、競争力の論拠がある。これは主として中国の「不公正な」貿易・投資

慣行を止めることに焦点を当てている。公式の声明や文書、実際の制裁ではほと

んど表には現れないが、この論拠は過去から現在にかけて現に存在し、重要で

ある。これも先と同様、関連する措置は視点によって、中国・世界市場における
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「公平な競争の場」を支持するものとも、あるいは米国のテック企業の競合相手で

あり、中国に資金力やデジタル・パワーを与える同国のテック企業の更なる台頭を

阻害するものとも解釈され得る。

これらの目標と論拠の大半は非常になじみ深いものである。一方では、テック

戦争と冷戦との間に明確な類似性を見てとれる。これは、両者とも超大国間の対

立や、能力に影響する措置があることがその主な理由である。また、経済戦争に

は、米国による対イラン、対北朝鮮、クリミア後の対ロシア政策を含む、過去数

十年のその他の地政学的紛争とも一定の類似性がある。他方で、2 018～ 2 021

年までの状況と、19 70年代後半から19 9 0年代前半にかけての半導体・エレク

トロニクス市場をめぐる日米間の摩擦との間にも一定の明確な類似性が見いだされ

よう。

しかし、より詳細に分析してみると、実際には、テック戦争はやや折衷的な性

質があり、上記の 2 0世紀における二つの構造的紛争とは顕著な相違がある。

ソ連は、民生ハイテク市場全般、特に民生デジタル技術を、国力を増進する要

素や発展のための重要な収入源とみなすことは決してなかった。ソ連による西側

への民生ハイテク輸出を拡大する取組はあったものの 5、決して最優先事項ではな

く、経済的な影響はほぼ皆無であった。対外経済政策では、ハイテク分野も含

め、ソ連は「代替的な」貿易・金融／投資システムの構築を重視していた（例え

ば、優れた経済史の概説であるKhanin, 2 0 0 8を参照）。この状況は、地政学

的・経済的双方の理由から説明される。冷戦期、ソ連と資本主義経済国との間

における通常の貿易・投資関係は非現実的であった。同様に、ソ連が民生ハイテ

ク分野で西側に大規模な輸出を行ったり、西側と競争したりすることも非現実的

であった。ソ連の民生ハイテク部門は慢性的な投資不足であり、ダイナミズムに欠

けていた。その原因は、産業向け供給（いわゆる「Aカテゴリー製品」）と国防部

門を重視する、社会主義経済と経済的イデオロギーの特性にあった。西側と科学

技術競争にあった唯一の分野は宇宙や高エネルギー物理学等、商業的可能性が

5 ソニーの共同創業者兼会長の盛田昭夫氏は、小型テレビを資本主義市場で商品化する方法につ
いて、ソ連の産業政策高官に助言するよう依頼されたことすらあった（Morita, 2014）。
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ほとんど、あるいは全くない、政治的に象徴的なデュアルユース分野であった。

それに対して、日本は民間部門を重視した。少なくとも198 0年代中盤以降、

一部の専門家と政治家は、日本のデジタル能力やその他のハイテク能力が、国

防・安全保障能力や地政学的影響力の要素としての役割を果たし得るのではない

かと考えていた（Vogel, 1989 ; Ishihara, 19 91）。しかし、このパワー変換の実

現自体がそもそも困難であった。そしてこの時期の日本が（その国益と入手可能な

リソースを踏まえると）世界政治と国際関係において自国の役割を復権させること

が可能であったのか、それを望んでいたのかは依然疑わしい。米国の覇権に挑

戦することに至っては言うまでもない。しかし興味深いのは、半導体摩擦をめぐ

るパワーや安全保障上の影響は基本的に米国側でみられ、日本側ではみられな

かったように思えるということである。国防コミュニティの一部では、米国が戦略

電子部品を輸入に依存するという可能性は、戦争の際にリスクになると見る向きも

あったほか、他のエリート集団は、より広範な競争に関する問題を米国の覇権に

対する挑戦と考えていた 6。

中国による新テクノ・ナショナリズム的挑戦は、同国による地域・世界における

戦略的役割の高まりと相まって、ソ連や日本の事例とは異なる様相を呈している。

ココム 7型の技術制裁や、1980年代の日本との半導体摩擦とも異なる米国のテッ

ク戦争における対抗措置も同様である。

こうしたテック戦争の折衷的な性質は偶然の産物ではなく、デジタル・トランス

フォーメーションとこの新たな領域に関するエリート層の反応によって引き起こされ

た、世界政治・経済の変化を浮き彫りにしている。

世界の GDP、貿易、発展においてハイテク部門の重要性が高まりつつある世

界において、新興・先端技術は、競争力の主な源泉であるばかりか、パワー・

アーキテクチャを構築する要素でもあることが判明した。このことは、国防・安

6 これら両方のイデオロギーが、日本による半導体分野における「侵略」に対する連邦政府機関
の支援を受けた SEMATECHコンソーシアムの出現に表れている（例えば Charles, 1988を参
照）。

7 ココムの歴史と基本的な活動については、O�ce of Technology Assessment, 1979: 153-179を
参照。
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全保障問題と能力構築のほかに、（中国に対するASMLによるEUVの輸出停止

の事例のように）第三者の能力向上に影響する要素としての重要技術とGVCの

要素に対する支配にも関連している。市場で優位に立つことは、パワーと指導的

立場の（再）構築にも影響する。市場で優位に立つと、利益のほかに、デジタル

経済における重要な競争の要素としての人材と生データを優先的に入手できる。

これらの現象の大半は新しいものではないが、経済のデジタル化の領域にお

いて、その重要性は経済的にも政治的（地政学的）にも高まっている。後者の事

例において差を生むのはデジタル技術（特に新興技術）の安全保障化・武器化の

推進である。重要技術であれ、その他の「ゲームチェンジャー」となる技術であ

れ、新技術の開発は常に安全保障化されてきたが、2 010年代にはこの過程が

複数の要素によって強化された。その一つは、インダストリー 4 .0からAIに関す

る憶測に至るまで、盛んに宣伝されている「技術革命」のナラティブである（Anton 

et al., 2 0 0 6 ; Brynjolfsson and McAfee, 2 016 ; Rifkin, 2 014 ; Schwab, 2 017）。

もう一つは、貿易・投資摩擦と修正保護主義が、忘れ去られた 198 0年代から

国際関係の危険に満ちた現在と出現しつつある未来に戻ってきたことである。こ

れはおそらく、世界的な競争の激化に対する国家による不完全な対応の結果であ

る（Evenett, 2 019）。最後に、具体的な政治・経済的課題の存在が挙げられる。

例えば、市場や雇用を開発途上国に奪われるのではないかという懸念が米国側

にはあり、「［西側諸国に］追い付け追い越せ」（趕超）というイデオロギーが中国

側にはある（Atkinson and Ezell, 2 012 ; Gewirtz, 2 019）。

この従来の安全保障化と、他の経済的要素によって強化された「革命的な」概

念の組合せにより、テック戦争を、イノベーションをめぐる二つの超大国間におけ

る特定の形態の摩擦として説明することができる。将来の世界における指導的地

位は取引可能ではないことから、両国ともに協力的競争 8ではなくゼロサムゲーム

とみなしているのは明確である。

その結果、デジタル技術と世界市場は能力形成と競争の戦略的リソースとして

8 企業間の協力と競争という現象をめぐる研究の状況についてはGernsheimer et al., 2021を参照。
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だけでなく、制度的・構造的パワーの要素としてますます捉えられるようになって

いる 9（Ding and Defoe, 2 021）。ここに、デジタル時代におけるH・マッキンダー

さながらのイデオロギーを見てとることができる（「x［デジタル技術］を制する者

が世界を制する」）。このことは、5G、マイクロエレクトロニクス、AIをめぐる対立、

そして「支配」と技術主権の要素としての「重要」技術インフラをめぐる米中にお

ける国産化の取組によく表れている（米国の取組については、例えば Clark and 

Swanson, 2 02 0 ; Rampton, 2 02 0 ; The White House, 2 02 2を参照）。同じく重

要なのは、このビジョンは世界の他の地域のエリート層にも共有されているという

ことである。ロシアのウラジーミル・プーチン大統領が 2 017年に行った演説には、

米国のデジタルをめぐる「独占的な」野心に対する遠回しの批判がちりばめられて

おり、「この［AI］分野を制する者が、世界を制する」と述べたことを思い出す者

もいるであろう（RIA Novosti, 2 012）。同じような感情は欧州連合（EU）内でも

抱かれており、特に欧州のデジタル主権概念にそれが表れている（EUの概念に

ついては European Union, 2 019 ; Hobbs, 2 02 0 ; Komaitis and Sherman, 2 021

を参照）。

テック戦争のこうした複雑な政治経済は、次に、おそらく知識世界経済におけ

る地政学の「市場化」の新たな一歩となるであろう。技術問題の重要性が増す中、

従来の戦略的禁輸による「技術制限主義」や過去の経済戦争が、「イノベーショ

ン拡張主義」（市場・イノベーション支配と構造的パワーの要素）へと徐々に発展

しつつある。地域的技術ブロック、データ植民地主義やその他の潜在的結果を

度外視するにしても、こうした対外指向のイデオロギーは、非常に弁証法的な形

で、国家による技術主権を擁護する要素としての強力な新テクノ・ナショナリズム

的感情を前提としている。そして、ロシアと西側の対立がしばらくの間こうした変

革をより従来的な地政学的戦略に向かわせるとしても、地政学の未来はデジタル

技術及びハイテク全般とはるかに密接に結び付くことになるであろう。そのダイナ

ミズム、GVCにおける役割、新たな技術競争力を踏まえると、アジアはデジタ

9 デジタル技術を実質的に構造的・組織的パワーとして捉えることは、5Gをめぐる議論にみられ
る。様々な形態のパワーの分類と特徴については Barnett and Duvall, 2005を参照。
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ル・トランスフォーメーションの中心地、この新たなグレート・ゲームの戦場、技

術地政学の「生きた実験場」やトレンドを作り出す地域として、こうした新たなプ

ロセスの中心になるであろう。これにより、日本や他のアジア諸国にとって新たな

課題やリスクが生まれるが、同様に新たな機会も生まれることになる。
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